
 

評価調査結果要約表（終了時評価） 

１. 案件の概要  

国名：インドネシア 案件名：インドネシア国地方教育行政改善計画 

分野：基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 協力金額（終了時調査時点）： 829,822 千円 

(R/D): 2004 年 9 月～2008 年 9 月 先方関係機関： 国民教育省、宗教省、対象州・県の教

育事務所 

協力期間 

 日本側協力機関： 東京工業大学等 

他の関連協力：開発調査「地域教育開発支援調査」（REDIP フェーズ 1、2）、現地国内研修「地域教育

計画立案研修」(COPSEP) 

１-１ 協力の背景と概要 

 インドネシア（以下「イ」国）は 2008 年に 9年制義務教育の完全達成を目指していたが、中学校純

就学率は 62％（2004 年）にとどまっていた。また、イ国政府は 2001 年に教育行政全体を地方分権化

したが、十分な移行準備過程がなく進められたため、各学校へ配分される教育予算の急減、行政官・

校長・教員間の権限の混乱によって学校運営に支障が生じ、地方教育行政が適切に機能していない状

況にあった。 

「イ」国の教育行政分権化に対し、わが国はこれまで、現地国内研修「地域教育立案研修」(COPSEP、

1997～1998 年)、開発調査「地域教育開発支援調査」（REDIP フェーズ 1、2、1999 年～2004 年）を実

施し、各コミュニティや学校の個別ニーズに柔軟に対応すべく、住民/学校主体の教育改善モデル（通

称 REDIP モデル）の開発を試験的に導入してきた。REDIP モデルの具体的特徴は、①郡中学校開発委

員会、②プロポーザル方式の教育事業1である。同モデルをパイロット地域に導入した結果、アクセス

面では、中学校進学者の急増や中退者の減少などが多くのパイロット郡で確認された。質の面では、

パイロット地域の中学校における校長および教員による学校・授業運営の活発化、生徒の学習意欲向

上などが確認された。 

「イ」国政府も、中央政府（国民教育省）も REDIP モデルをイ国の現状に適した教育支援として高

く評価している。しかし、本モデルを地方教育行政官が真に自律的に実施していくためには、さらな

る行政能力強化と経験の蓄積が必要である。また、REDIP モデルの地域的拡大を図るため、イ国は①

開発調査サイトにおける地方教育行政官の計画・管理能力強化、②中学校就学率の低い他地域に対す

る本モデルの展開、に係る技術協力プロジェクトの実施をわが国に対し要請した。これを受け、本プ

ロジェクトは住民/学校主体の地方教育行政システムの普及を目的として 2004 年 9 月より 4 年間の協

力期間で開始された。 

１-２協力内容  

                                                  
1 学校や地域がそれぞれのニーズを反映させた活動計画を提案し、それに対して県行政が活動資金を

割り当て、提案された活動を実施させるもの。 



 

（１） 上位目標 

プロジェクト対象県／市の中学校教育のアクセス及び質が向上する。 

（２） プロジェクト目標 

プロジェクト対象県／市の中学校教育において REDIP モデル（コミュニティ参加による学校主体の

教育行政モデル）が確立し、既存の教育行政システムに融合される。 

（３） アウトプット 

1. （共通）：REDIP 型地方教育行政モデルの普及のための方策が講じられる。 

2. （REDIP2 からの継続県）：中部ジャワ州ブレベス県、プカロンガン県、北スラウェシ州ビトゥ
ン市において、関係者（県教育局、郡、学校、コミュニティ等）が REDIP 型地方教育行政モ
デルを自立的に実施することができるようトレーニングされる。 

3. （REDIP3 からの新規県）：バンテン州の 2パイロット県（セラン、パンデグラン）の社会経済
状況に応じた REDIP 型地方教育行政モデルが開発される。 

 

（４）投入（終了時評価時点） 

 日本側： 

短期専門家派遣 9 名(81.21 人月) 機材供与 2,835 千円 

ブロックグラント 315,138 千円 研修員受入 16 名(8.0 人月) 

相手側 

カウンターパート配置 23 名 機材購入  

ブロックグラント 275,000 千円 土地・施設提供  

 注：1インドネシアルピア=0.01159 円の統制レートで計算 

 ２. 評価調査団の概要 

 調査者 担当分野：氏名（所属先、職位）  

(1)  団長/総括：牟田 博光（国立大学法人東京工業大学 理事・副学長） 

(2)  比較分析：二瓶 直樹（JICA 人間開発部第 1グループ基礎教育第 1チーム 職員）

(3) 評価分析：三宅 隆史（社団法人シャンティ国際ボランティア会 企画調査室長）

(4) 協力企画：舘山 丈太郎（JICA インドネシア事務所 所員） 

(5) 協力企画：松田 博幸（同上） 

調査期間  2008 年 2 月 24 日(日)～3月 15 日(土) 評価種類：終了時評価 

 ３. 評価結果の概要 



 

３－１ 実績の確認 

(1)アウトプットの達成状況 

成果１（共通）：REDIP 型地方教育行政モデルの普及のための方策が講じられる。 

REDIP 型地方教育行政モデルがプロジェクト対象県の教育行政によって自立的に運営されるべ

く、協力期間終了に向けプロジェクト対象地域では「REDIP Mandiri 会合」（Mandiri は「自立し

た」の意）というプロジェクト終了準備委員会を設け、自立運営に向けた活動を行っている。自

立運営に向けてプロポーザルの質を担保することを目的に、各県/市教育局はプロポーザル審査の

ためのチェックリストを作成し、プロポーザル審査を行っている。審査チェックリストは各県/

市で策定中の REDIP 運用ガイドラインに取り込まれる予定である。 

プロジェクト対象地域以外への REDIP モデルの普及に関する具体的な取り組みとして、プロジ

ェクトのニュースレターを国民教育省、宗教省、国民教育省を始めとした独自イニシアティブで

REDIP モデルを試行している地域に対しても配布し、REDIP の経験の共有を図っている。インドネ

シア側独自イニシアティブで REDIP モデルを試行している地域は、4州 12 県に上る。これらのこ

とから当該アウトプットは達成されたといえる。 

成果２（継続県）：中部ジャワ州ブレベス県、プカロンガン県、北スラウェシ州ビトゥン市において、

関係者（県教育局、郡、学校、コミュニティ等）が REDIP 型地方教育行政モデルを自立的に実施する

ことができるようトレーニングされる。 

地方教育行政官に対する研修は、第 1年次 24 回、第 2年次 8回、第 3年次 25 回、第 4年次 26

回と行われている。各学校および郡中学校開発委員会から提出されたプロポーザルのうち、最初

の審査で承認されたプロポーザルは、ビトゥン市が 60%、ブレベス県とプカロンガン県は 95%～98%

である。対象地域によるプロポーザル事業のための予算は対象県/市と JICA が締結したミニッツ

に準じて確保され、ビトゥン市は第 1年次から 100%自己予算、ブレベス県とプカロンガン県の自

己予算は第 1 年次の 40%程度から漸増し第 4 年次は 100%となっている。これらのことから当該ア

ウトプットは達成されたといえる。 

成果３（新規県）：バンテン州の２パイロット県（セラン、パンデグラン）の社会経済状況に応じた REDIP

型地方教育行政モデルが開発される。 

本プロジェクトで郡中学校開発委員会を設立したことで、郡内の学校間交流が活発になってい

る。これまでは県レベルにしか存在しなかった校長会および教科別教員研修が、対象各郡におい

ては年間 6回から 12 回の頻度で開催されている。また、郡レベルでのスポーツ大会、文化祭、教

科コンテストも実施され、学校間活動が活発になってきている。結果として、郡内の校長同士、

教員同士の連帯感が強化され、種々の学校間協力が行われるようになった。 

学校と保護者・地域との関係については、概して良好になっている。教師による生徒の家庭訪

問の頻度は高くなっている。保護者による学校訪問の頻度は微増している。学校と保護者のコミ

ュニケーションは良くなってきていると、保護者に受け止められている。これらのことから当該

アウトプットは達成されたといえる。 

 



 

(2)プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：プロジェクト対象県／市の中学校教育において REDIP モデル（コミュニティ参加

による学校主体の教育行政モデル）が確立し、既存の教育行政システムに融合される。 

プロジェクト目標の 5つの指標のうちほとんどは達成済みである。プロポーザル事業のための

資金に占める県/市予算の割合は、継続地域では 100%に達し、新規地域においては、ミニッツで

のコミットメントを大きく上回る 27%（セラン県）、23%（パンデグラン県）に達している。プロ

ポーザル事業を計画通りに実施した学校と TPK（郡教育開発委員会）の割合は、ほぼ 100％に達

し目標値を大きく上回っている。新規地域の全対象郡で TPK が設立され、全ての対象中学校が

REDIP モデルを導入した。唯一達成されていない指標は、プロジェクトによって雇用されたフィ

ードコンサルタントなしで REDIP を実施できる能力を有する KIT および指導主事の割合である。

継続対象地域では KIT メンバーについては 58%、指導主事については 50%と目標値の 60%を下回

っている。他方で、新規対象地域では KIT メンバー、指導主事ともに 59%と目標値の 40%を十分

超えている。目標値に達していない継続地域であるベレベス県、ペカロンガン県の指導主事に

ついては、指導主事に代わる手段として郡レベルの人材を活用したローカルファシリテーター

の配置、研修が行われ、彼らの能力、意欲はフィードコンサルタントの能力に概ね近づきつつ

ある。 

 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

REDIP3 から新規に対象地域となったセラン県、パンデグラン県の純就学率はそれぞれ 50%、43%

と「イ」国平均の 62%と比べてきわめて低い。また開発調査 REDIP フェーズ 1、2 で実施された

REDIP モデルを「イ」国全体に拡張していくための方法を確立するためには、REDIP1、2 からの

継続対象県のすべての郡ならびに新規地域で本プロジェクトを実施する必要性が高い。本プロジ

ェクトの取り組みは、地方分権化政策の一環としての、コミュニティ参加による学校を主体とし

た運営に関する国家政策に沿ったものである。本案件のアプローチの特徴である、①郡教育開発

委員会（TPK）の設立を通じた郡レベルへの介入、②指導主事を含む県/市教育行政機関の能力強

化、③対象郡内の公立、私立、普通、宗教という 4種の中学校をすべて支援するという公平性、

④プロポーザルによる質改善を目的としたブロックグラントの供与、⑤教育改善プロセスにおけ

る住民参加の促進、新国家教育開発戦略計画（2005-2009）における 2009 年までに総就学率およ

び粗就学率をそれぞれ 96.6% および 69.9%に増加するという国家開発政策/戦略に沿ったもので

ある。 

日本の対インドネシア援助政策上の位置づけについては、日本政府の「基礎教育に関する成長

とイニシアティブ（Basic Education Growth and Initiatives：BEGIN）」との整合性が認められ

る。対インドネシア国別援助計画（外務省）では、教育は優先分野の１つとされており、とりわ

け、地方教育行政の改善、教育の質の改善（教員の質と学校運営の改善）、教育のアクセスの向

上がその重点とされている。以上のことから、本プロジェクトの妥当性は非常に高いと判断され

る。 

(2) 有効性 



 

プロジェクト目標「プロジェクト対象県／市の中学校教育において REDIP モデル（コミュニテ

ィ参加による学校主体の教育行政モデル）が確立し、既存の教育行政システムに融合される」は

以下の点から概ね達成されたと言える。 

本プロジェクト要請理由である①先行フェーズ（開発調査）からの継続地域における地方教育

行政官の計画・管理能力強化、②中学校就学率の低い他地域に対する本モデルの展開について、

前者は協力期間の最終年度にはいずれの県/市もプロポーザル事業予算を 100%拠出していること

（財政面での継続性）、自立的に REDIP を実施できる能力を有する県/市教育局職員、指導主事、

或いはそれらの代替の人材が育ってきていること（行政側の人材面、技術面での継続性）、その

結果、ほとんどの学校と郡中学校開発委員会が提案したプロポーザルのとおりに活動しているこ

と（現場の実施能力）から概ね達成されていると言える。後者については、新規対象県の全ての

対象郡で郡中学校開発委員会（TPK）が設立されたこと、全ての対象校で REDIP モデルを取り入

れていること、自立的に REDIP を実施できる能力を有する県/市教育局職員、指導主事が育って

きていることから、達成されていると言える。以上のことから、本プロジェクトの有効性は非常

に高いと判断される。 

(3) 効率性 

投入は、日イ双方がタイミングおよび量ともにほぼ予定通り行い、所期の成果が達成された。

成果達成を阻害する影響はなかったものの、タイミングに関して次の問題点があった。日本側の

投入については第 2 年次に JICA の財政面の制約のために中部ジャワ州の対象県に対するプロポ

ーザル事業予算が一時凍結されたことにより、カウンターパートの混乱を招き、学校、TPK に対

する送金が遅れた。インドネシア側の投入については、地方政府によるブロックグラント2拠出

を禁止する内務省通達があり、2007 年にビトゥン市ではプロポーザル事業予算の配賦が遅れた。 

効率性を高める工夫として、現場にインドネシア人のフィールドコンサルタントを配置したこ

と、フィールドコンサルタントの役割と権限を次第に教育行政官、指導主事、ローカルファシリ

テーターに委譲するという戦略をとったこと、3 回のカウンターパート研修実施によってカウン

ターパートの関与と動機が高まったことがあげられる。 

類似案件と比較による効率性を検証するために、プロポーザル事業に必要な費用の比較を、ブ

ロックグラント供与額（学校/TPK の活動予算）、研修等の費用、フィールドコンサルタント費用

を集計した上で行った。中央ジャワ州教育局のイニシアティブによる REDIP-P および国家教育省

によるイニシアティブ REDIP-G と比べて、本プロジェクトが１TPK 当たりにかける費用（ブロッ

クグラント、研修、フィールドコンサルタントなど）は高いものの、１校当たりにかける費用は

REDIP-G よりも低かった。よって本プロジェクトの投入量（特に各校/TPK に対するプロポーザル

事業予算）は、インドネシア側が独自に実施する上で参照性が高いと結論づけることできる。以

上のことから、本プロジェクトの効率性は高いと判断される。 

(4) インパクト 

上位目標のアクセス面について就学率と中退率は共に改善しているもののREDIPとこれらの因果関

係は統計を見る限り断定できない。しかしながら、18 郡の TPK へのインタビュー調査結果は、 

就学率、中退率の改善は REDIP の効果であるとの意見が多いことを示している。質的な側面につい

                                                  
2 使途を特定せずに予算計画・配賦する予算。本プロジェクトのように多数の予算配賦先があり、プ

ロポーザル次第で活動が変化する事業の予算化に適している。 



 

て生徒の学力は、全国統一卒業試験(UN)の結果によると、ブレベス県は中部ジャワ州 35 県・市の

なかで 2002 年は 34 位だったのが、2006 年には 8位、2007 年には 13 位となり大幅に改善された。

しかし、他の継続地域（ブレベス市、プカロンガン県）の UN 結果はほぼ現状維持であり、対象地

域全体を見る限り REDIP の影響を断定することはできない。3教師の能力、学校運営については、

調査結果から REDIP によって教師の能力、やる気ともに改善し、学校運営についても透明性、説明

責任が向上したことが明らかとなった。上位目標の指標は今後のモニタリングが必要である。 

ポジティブなインパクトとして 4点が挙げられる。第一に、2005 年度にインドネシア政府の予算

によって REDIP-G が開始された。終了時評価時点で 3 県 23 郡 300 校において REDIP をモデルとす

るブロックグラントを通じた住民主体の学校改善事業が実施されている。第二に、「イ」国政府の

基礎教育政策に影響を与えた。2008 年度中に世界銀行他のドナーの支援を受け、国民教育省によっ

て策定される予定の Basic Education Capacity (BEC)/Education System Improvement through 

Sector-Wide Approaches (SISWA)に、REDIP アプローチの特徴である学校および郡のエンパワーメ

ントが取り入れられる予定である。これは、REDIP は政府の教育政策だけでなく他ドナーの基礎教

育援助政策にも与えることを意味する。第三に、「イ」国政府による学校補助金の財務管理、会計

報告システムに、REDIP が影響を与え、補助金の透明性、説明責任が改善した。第四に、REDIP 開

始前までは縦割り行政の弊害によって連携がみられなかった県レベルの教育行政機関（県教育局）

と宗教行政機関（県宗教事務所）の連携、協力が促進された。以上のことから、本プロジェクトの

インパクトは高いと考えられる。 

 

(5) 自立発展性  

組織面については、国レベルの基礎教育開発計画に REDIP モデルが位置づけられ、その実施体

制は万全とは言えないものの REDIP-G という教育省独自のイニシアチブが進展している。県レベ

ルでは、すべての継続対象県・市の中期開発計画に REDIP が既に盛り込まれ、プロジェクト終了

時前に現地化された REDIP のガイドラインが首長によって承認される予定である。これにより

REDIP によって設立された TPK の組織的継続性が保証される。新規対象県では、REDIP 実施メカニ

ズムである KIT、TPK が設立され、県教育局の年次計画に REDIP が盛り込まれている。州レベルで

は継続対象州は 2州とも中期開発計画に REDIP を融合済みである。 

財政面については、県レベルでは継続対象県は 100%のブロックグラントを負担している。ビト

ゥン市では内務省の規則の影響により、2007 年度に学校や TPK への資金配賦が遅れたので、この

点の調整が必要である。新規県は、2007 年のミニッツでの合意された金額以上の予算を負担して

いる。州レベルでは州独自による REDIP-P の予算をすべての対象州が確保している。 

 人材・技術面については、フィールドコンサルタントへのアンケート調査によれば、県レベル

では課題の種類は地域によって異なるものの継続対象県・市の教育行政官は概ねすべて REDIP の

運営、学校・TPK へのファシリテーション、ステークホルダーへの啓発活動を行うための知識と

                                                                                                                                                            
3 JICA 専門家がエンドライン調査の一環として行った TIMSS（Trends in International 
Mathematics and Science Study）と呼ばれる数学及び理科の到達度調査では、継続県の学校の生徒の

能力値は新規県の学校、統制県の学校に比べて統計的に有意に高いことを示している。しかし新規県

の学校と統制県の学校の間には有意な差は見られなかった。これは、学力に対する REDIP の効果の発

現には一定の期間を要することを示唆していると考えられる。 



 

技能を十分備えている。新規対象県についても、KIT の能力高まっているが、より効果的な活動、

透明性の高い運営を行うための能力強化が必要とされている。州レベルでは北スラウェシ州、中

部ジャワ州は REDIP 実施のための人材を豊富に有している。   

したがって、人材・技術面についてはプロジェクト終了時まで能力強化の努力が必要であるが、

国、州、県レベルの教育行政機関の強いオーナーシップのもとに REDIP モデルを教育開発計画に

融合済みであることから、組織面、財政面の持続性は保証されており、総合的な自立発展性は非

常に高いと判断される。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

   第一に REDIP のアプローチの「イ」国の教育・社会状況に対する適合性、必要性の高さが、ス

テークホルダーの教育改善に対する動機を高めた。第二に REDIP マンディリ（自立）ガイドライ

ンを策定したこと、州、県の中期開発計画に REDIP を盛り込むことに州、県教育局が成功したこ

とがオーナーシップの醸成、自立発展性の保証に貢献した。第三に対象県・市によるブロックグ

ラントのコストシェアを計画時に設定し、M/M にも数値を盛り込んだことは、財政面の自立発展

性に寄与した。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

   カウンターパート、TPK、校長、教員、親、住民の REDIP に対するオーナーシップの高さは特

筆に値する。教育行政機関から教員まで、学校運営にかかわるステークホルダーが、自分たちの

それまでの仕事のやり方やコミュニケーションのあり方を改善したことによって、REDIP は単な

る一時的なプロジェクトではなく、学校運営改善の日常的な活動となった。たとえば県教育局職

員は垂直的であった局内のコミュニケーションを水平的なものに変え、校長は毎日の業務を学校

開発計画に沿ったものに変えた。最終的には、今後も自分たち自身で REDIP を継続していくため

に、各県の規則や社会・文化的背景を踏まえた、県独自の REDIP ガイドラインを作成している。

 

３－４ 問題点および問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

本案件は、プロジェクト終了時までに指導主事がフィールドコンサルタントの業務を引き継ぐ

ことを計画して活動を開始した。北スラウェシ州（ビトゥン市）では計画どおりに進んだ一方、

中部ジャワ州の 2 県（ペカロンガン県およびブレベス県）ではプロジェクト開始後２年目の段

階で上記計画の達成が困難視されるに至った。その要因は、中部ジャワ州 2 県の特徴（広大な

面積、膨大な学校数）によるものであり、指導主事が各学校へ技術指導やファシリテーション

を行うにあたり大きな制約となった。この補完手段として、上記 2 県では地元の人材（校長、

教員等）を活用したローカルファシリテーターの配置が行われた。なおペカロンガン県は指導

主事も増員し REDIP の実施体制を強化している。 

 

(2)  実施プロセスに関すること 



 

   外部要因ではあるが、カウンターパートの度重なるかつ短期間の異動は、組織的・技術的自立

発展性の確保を阻害した。また、2006 年に交付された内務省規則 13 号によって 2007 年度はブレ

ベス県およびビトゥン市から学校・TPK へのブロックグラントの交付が遅れたことが、プロポー

ザル事業の実施に少なからず支障をきたした。 

 

３－５ 結論 

本調査を通じて、本プロジェクトがインドネシアの国家教育政策と整合性を保っており、かつ、

中間評価調査時に改訂された PDM の活動、成果、プロジェクト目標は大部分達成されていること

を確認した。特に、継続地域（北スラウェシ州及び中部ジャワ州）ではカウンターパートへの技

術移転も順調であるだけでなく、各対象県により REDIP ガイドラインの策定・規定化及び必要な

経費の確保が実現され、財政的及び組織的な自立発展性が非常に高いことは特筆すべき点であ

る。このような観点から、モデルサイトにおいて、地方教育行政は、REDIP モデルを土台として、

地域の教育ニーズに対応した学校運営を推進するために必要な技術および財政的支援を提供で

きるようになったと言って良い。 

他ドナーの援助プロジェクトに REDIP のモデルが適用されていることに加え、REDIP-G、州版

REDIP そして地方分権化予算による県版 REDIP が開始されている状況から、本モデルはこのアプ

ローチがインドネシアの教育環境において主体的な学校運営の改善及び地方教育行政のキャパ

シティデベロップメントに対して有効かつ、持続可能なものであることを示している。 

 

３－６ 提言 

(a)プロジェクトの残り期間（短期的な取り組み）  

①バンテン州の出口戦略策定の必要性 

プロジェクトの終了時までにバンテン州では、現在のプロジェクト活動を継続・維持するための実

現可能な出口戦略の策定が行われるべきである。出口戦略は県によって独自に実施されるべく財政的

及び組織的な計画を含む必要がある。  

②指導主事及びローカルファシリテーターの更なる能力開発 

フィールドコンサルタントから指導主事及びローカルファシリテーターへの技術移転はプロポー

ザル型の学校及び TPK 活動をある程度の質を伴った形で、将来的に継続させるために残された重要な

課題である。 

③州政府によるモデルの普及のために更なるファシリテーションの重要性 

対象州の他県へ REDIP モデルを推進するためには、州政府が全県に呼びかけて調整しファシリテー

ションを行う必要がある。特に、北スラウェシ州では、州の規模が比較的大きくないことからも全県

へモデルを普及することを実現するのは可能な状況にあると考えられる。 

④REDIP モデルの有効性をインドネシアの関連教育機関や他の援助機関へアピールすること 

本プロジェクトの達成度と成果は、プロジェクト終了までにワークショップやセミナーを開催した

り、ドナー会合の場などを利用して、関連するインドネシアの教育機関及び他の援助機関に対して広

く共有されるべきである。 

 



 

(b)プロジェクトの終了後（長期的な取り組み） 

⑤REDIP ネットワーク（REDIP フォーラム）の設立 

これまで REDIP を実施してきた異なる地域やレベル（県、州、国）に属する主要関係者間でグッド

プラクティス、戦略、取り組んだ課題を共有し、関係者が REDIP を継続するモチベーションと刺激を

維持するために、REDIP フォーラムのような場が設立されるべきである。 

⑥質を伴った形での現地化と更なる普及  

プロポーザル式活動の質を確保するために REDIP モデルの各サイクルに対して、最低限の基準を設

けるべきである。 

⑦国家戦略・政策及び中央レベルの REDIP モデルプロジェクトをモニタリングする機能の必要性 

REDIP モデル普及のための国民教育省の役割はより重要になっており、モニタリングと評価に対す

る国民教育省の機能が強化されるべきであり、開発援助機関からの更なる技術援助が必要とされてい

る。  

 

３－７ 教訓  

(a) アプローチの効果 

①郡単位での TPK の形成と設立 

TPK は、郡と学校間のつながりという縦の関係を強くするとともに、かつ対象郡内の学校

間の連携、横の連携も強化した。郡という単位は地域特有の問題解決のためのコミュニティ

による参画や共同活動を促すための適切な規模であったといえる。  

②中学校と郡に対する同時並行的な介入 

REDIP では学校運営員会及び郡教育開発員会という２つのユニットに対して同時並行的にアプロ

ーチしたことによって、コミュニティの積極的な参加を導かれ、TPK と学校それぞれの活動において

相乗効果を生み出し、更なる効果を産出した。 

③対象郡の全中学校に対する一律な支援（選定されたパイロット校ベースの支援ではないこと） 

REDIP の協力対象郡においては、国民教育省及び宗教省傘下の公立学校及び私立学校の全ての中学

校（4形態）及び郡教育開発委員会に協力を行ったことが、受益者側の視点では、平等に支援を受け

ているという認識を与え、それが、同じ郡内の学校間における交流事業や協力の活性化につながった。

④多層に渡る関係者の巻き込みと、関係者間の役割と責任の明確化 

本プロジェクトは関係する様々なレベルの関係者をプロジェクトの枠組みに多層的に参画させ、か

つそれぞれの果たすべき役割と責任を明確にしている。 

・ 国民教育省（中央政府）：主体的学校経営のための国家政策の観点から REDIP を監督する。 

・ 州教育局：県によって実施される REDIP を監督し、活動を支援し、そして REDIP モデルを他地

域へ普及するための計画を策定する。 

・ 県教育局：プロジェクト活動の実施全過程に主体的に関わる。 

・ TPK：郡内の全中学校を調整し、ファシリテートする。 

⑤ボトムアップのニーズを支援したこと 

REDIP は、学校と郡という最末端の単位にアプローチし、ボトムアップ（下から）のニーズに応え

ることによって、本当に生徒にとって必要である学校活動を民主的なプロセスを経て実現させた。ま



 

た、コミュニティの学校教育に対する重要性の認識を強固なものにし、学校改善のために、寄付や労

働力の提供などといった貢献を引き出し、積極的な行動を実現させている。 

⑥プロジェクト実施のためのローカル人材の参画と地方行政との協働作業 

REDIP3 では、プロジェクト実施において、現地の人材を積極的に活用し、ローカル人材の活用が

技術協力のための効果的な手段であることを証明した。ただし、能力開発のためのファシリテーター

として効果的に現地のコンサルタントを活用するためには、彼らの役割が明確に定義され、重要な関

係者によって共有される必要がある。 

⑦透明性と説明責任の保証 

学校運営への住民参加を促すためには、学校が保護者、住民からの信頼を得ることがまず必要であ

り、その鍵となるが資金の透明性と説明責任の保証である。REDIP モデルで開発された活動報告、会

計報告のシステムと研修方法は、簡便かつ適切な情報開示の方法を示している。 

⑧ブロックグラントの投入 

学校にて計画された活動を実行に移すために、ブロックグラントはコミュニティからのマッチング

ファンドや他の学校運営補助金と合わせて、最大限に活用されるべきである。ブロックグラントは学

校活動を実現するためだけではなく、地方分権化の中で地方教育行政の OJT 活動的な意味合いを持ち

重要な役割を果たした。ただし、ブロックグラントの投入を検討するにあたり、投入後の自立発展性

を鑑みること、そして被援助国の社会経済的な状況や学校あたりの適切なグラント金額が慎重に計

上・査定されることが前提条件である。 

   

(b) アプローチの自立発展性 

①中央政府の役割と責任の明確化 

国家レベルの教育改善政策に一致した形で REDIP 型アプローチを維持し、普及させるために、中央

政府が一定の役割と責任を果たすことが重要である。現在の協力対象地域における活動の継続と将来

的な対象地域の拡大にあたっては、中央政府は関係者に対して必要な措置や支援を行う必要がある。

②ガイドライン策定と組織化 

プロジェクトの自立発展性を確保するために、現地の特殊性に即した形で、独立したガイドライン

作成することによって出口戦略を立て、そのガイドラインが県や州の教育開発計画に取り入れられ、

自治体の首長によって公式に組織として認めることが肝要である。  

③地方教育行政の能力開発 

学校と郡単位の双方でボトムアップの活動を維持するためには地方教育行政官の能力開発は必要

不可欠である。彼らの積極的な支援があってこそ、学校・TPK と地方教育行政間の良好な関係が構築

されていく。さらに、これは学校、TPK そして地域の人々からの信頼を得るための重要な要因である。

④関係者への REDIP の有効性に関するアドボカシー 

プロジェクトの活動に政治リーダーへのアドボカシーを組み込むことが、ブロックグラント等のロ

ーカルコストに対する財政確保のために不可欠である。また、コミュニティリーダー（郡長など）を

郡教育開発委員会のメンバーとして参画させることは、アドボカシーのためにも有効である。 

⑤各対象県とのミニッツの締結 

各行政関係者の役割と責任を明確にするために、対象県と JICA の間でミニッツを締結することは、



 

財政的かつ組織的な観点から行政関係者の強力な関与と主体性を引き出す上で効果的な手段となり

うる。 

 

 


